	　第１号様式
交　付　申　請　書

	（あ　て　先）　京　都　市　長
	平成　　　　年　　　月　　　日

	申請者の住所

（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）
（〒　　　　－　　　　　）


	団体名及び代表者（記名押印又は署名）
（個人が申請者の場合は，申請者名）
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（電話　　　　－　　　　－　　　　　）

	

	　京都市まち再生空き家活用モデル・プロジェクト補助金交付要綱第９条第１項の規定により，関係書類を添えて申請します。

	モデル・プロジェクト名
	

	応募テーマ
	□特定テーマ部門（留学生おこしやす部門・中山間地域の魅力発信部門
　　　　　　　　　・京都ならではの地域と調和した宿泊施設部門）

□自由テーマ部門

	補助対象建築物の概要
（※２件目以降の補助対象建築物の概要は裏面に記載すること
	空き家番号（　　）
	所在地
	京都市　　　　区　　　　　　　　　　　　

	
	
	構造・階数
	木造（□在来工法　□伝統構法）・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他　　　地上（　　　　）階／地下（　　　　）階

	
	
	建築年
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　　年

	
	
	建物の

用途
	□専用住宅□兼用住宅（居住部分以外の部分の用途：　　　　　　）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	住居の

形態
	□一戸建ての住宅　　　

□長屋（申請住戸の数　　　　戸／全　　　　戸）

	
	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　㎡（うち居住部分　　　　　　　㎡）

居住部分の面積の割合（　　　　　　　　％　）　　　

	
	
	　過去に本要綱に基づく補助金の交付を受けていない建築物であり，かつ，この要綱に基づく補助金の対象工事と同一の部位に対して国又は地方公共団体から補助を受けて工事を行っていない建築物であること　　　　　　　　　　　　　　□はい

	申請者区分　　
	□地域の自治組織　□商店会　□市民活動団体等　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	関係権利者の同意
	申請者は，所有者以外である。　　　　　　　□はい
	
	⇒　所有者等の同意を得ている。　　□はい

	
	補助対象建築物は，複数の者の共有に属する。□はい
	
	⇒　共有者全員の同意を得ている。　□はい

	補助対象工事
に要する費用
	￥　　　　　　　　　　　　　　　円（税抜金額）

	補助金交付申請額
	　

 ￥　　　　　　　　　　  　　円

	左記の補助金交付申請額の内訳（２箇年事業の場合のみ記載）

	
	
	１年目
	　￥　　　　　　　　　　　円

	
	
	２年目
	　￥　　　　　　　　　　　円

	施工予定業者等
	□事業者が実施する。
業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者　　　　　　　　　）

所在地：京都市
　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　－　　　　－　　　　　）

	
	□申請者が直接施工する。

	モデル・プロジェクトに係る初期整備工事等の計画期間
	□１年　□２年
	補助事業実施予定期間
	平成　　年　月　日～平成　　年　月　日

	


	補助対象建築物の概要
	空き家番号（　　）
	所在地
	京都市　　　　区　　　　　　　　　　　　

	
	
	構造・階数
	木造（□在来工法　□伝統構法）・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他　　　地上（　　　　）階／地下（　　　　）階

	
	
	建築年
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　　年

	
	
	建物の

用途
	□専用住宅　□兼用住宅（居住部分以外の部分の用途：　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	住居の

形態
	□一戸建ての住宅　　　

□長屋（申請住戸の数　　　　戸／全　　　　戸）

	
	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　㎡（うち居住部分　　　　　　　㎡）

居住部分の面積の割合（　　　　　　　　％　）　　　

	
	
	　過去に本要綱に基づく補助金の交付を受けていない建築物であり，かつ，この要綱に基づく補助金の対象工事と同一の部位に対して国又は地方公共団体から補助を受け工事を行っていない建築物であること。　　　　　　　　　　　　　　□はい

	
	空き家番号（　　）
	所在地
	京都市　　　　区　　　　　　　　　　　　

	
	
	構造・階数
	木造（□在来工法　□伝統構法）・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他　　　地上（　　　　）階／地下（　　　　）階

	
	
	建築年
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　　年

	
	
	建物の

用途
	□専用住宅　□兼用住宅（居住部分以外の部分の用途：　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	住居の

形態
	□一戸建ての住宅　　　

□長屋（申請住戸の数　　　　戸／全　　　　戸）

	
	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　㎡（うち居住部分　　　　　　　㎡）

居住部分の面積の割合（　　　　　　　　％　）　　　

	
	
	　過去に本要綱に基づく補助金の交付を受けていない建築物であり，かつ，この要綱に基づく補助金の対象工事と同一の部位に対して国又は地方公共団体から補助を受け工事を行っていない建築物であること。　　　　　　　　　　　　　　□はい

	
	空き家番号（　　）
	所在地
	京都市　　　　区　　　　　　　　　　　　

	
	
	構造・階数
	木造（□在来工法　□伝統構法）・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他　　　地上（　　　　）階／地下（　　　　）階

	
	
	建築年
	（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　　年

	
	
	建物の

用途
	□専用住宅　□兼用住宅（居住部分以外の部分の用途：　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	住居の

形態
	□一戸建ての住宅　　　

□長屋（申請住戸の数　　　　戸／全　　　　戸）

	
	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　㎡（うち居住部分　　　　　　　㎡）

居住部分の面積の割合（　　　　　　　　％　）　　　

	
	
	過去に本要綱に基づく補助金の交付を受けていない建築物であり，かつ，この要綱に基づく補助金の対象工事と同一の部位に対して国又は地方公共団体から補助を受け工事を行っていない建築物であること。　　　　　　　　　　　　　　□はい


第１－２号様式
	
	添付書類一覧（番号順に添付のこと）　※添付した書類にはチェック☑をしてください。

	⑴
	　付近見取図
	□添付

	⑵
	　第３条第４号に規定する了承が得られていることを証する書面（第２号様式）
	□添付

	⑶
	　第４条第３項各号の規定に適合することを証する書面（第３号様式）
	□添付

	⑷
	　補助金額算出書（第４－１号，第４－２号，第４－３号）
	□添付

	⑸
	　補助事業に要する費用の見積書（工事ごとに内訳明細書があるもの）

　（モデル・プロジェクトを２箇年で計画している場合は，補助対象工事等を行う年度ごとに見積書を作成すること）
	□添付

	⑹
	　対象空き家ごとの補助事業の計画図面（縮尺１００分の１程度）

　※工事部位及び工事内容を明記すること
	□添付

	⑺
	　対象空き家ごとの全景写真及び補助対象工事の部位ごとの写真
	□添付

	⑻
	　対象空き家ごとの建築年を証する書類
	□添付



（次ページに続く）





（次ページに続く）





○その他の補助事業の申請状況


（木造住宅耐震改修助成事業）　□申請済み　□申請予定　□予定なし


（木造住宅耐震改修助成事業）　□申請済み　□申請予定　□予定なし


（木造住宅耐震改修助成事業）　□申請済み　□申請予定　□予定なし                                    
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